
中城村における人事行政の運営等について公表します。

職員給与や職員数、勤務条件などについての情報を毎年公表することで、人事行政の透明性を高め、その公正な運営を行います。

１．職員の任免及び職員数に関する状況報告書

(1)職員の採用状況

平成１８年度 （単位：人）

(2)退職の状況

平成１８年度 （単位：人）

(3)職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

家屋係欠員補充・徴収業務充実

欠員不補充

組織・機構改革による減

組織・機構改革による減

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

部局 村長 議会 選挙 教委 農業 合計

採用者数 0 0 0 1 0 1

部局 村長 議会 選挙 教委 農業 合計

退職者数 1 0 0 2 0 3

内
訳

定年 1 0

勧奨 0 0

その他 0 0

0 0 0 1

0 2 0 2

0 0 0 0

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
平成１８年 平成１９年

一
般
行
政
部
門

議 会 3 2

税 務 8 10

農 林 水 産 7 7

△ 1 欠員不補充

総 務 20 20 0

2

労 働 0 0 0

0

商 工 0 0 0

土 木 6 6 0

民 生 24 23 △ 1

環境係欠員補充

小　計 74 75 1

衛 生 6 7 1

特
別
行
政
部
門

教 育 23 24

消 防 0 0

1 文化係増員

警 察 0 0 0

0

小　計 23 24 1

公
営
企
会
業
計
等
部
門

病 院 0 0

交 通 0 0

そ の 他 10 9

0

水 道 6 5 △ 1

0

下 水 道 3 2 △ 1

△ 1 介護保険事業→民生へ

小　計 19 16 △ 3

合　　計
116 115 △ 1

[   141   ］ [   141   ］

中城村人事行政の運営等の状況の公表
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(4)年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　

(5)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）平成２２年４月１日現在における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

計

1

人

11535 16 1

人 人

4 5 9 17

―19 19 16

計画始期

職員数
90

人

１８年 １９年

0

～ ～～

59歳

12 6

24歳

区　分

32歳

未満

～ ～

20歳 20歳

～

40歳 44歳36歳28歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳52歳48歳

以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳23歳 27歳 31歳

人

55歳43歳 47歳 51歳35歳

人

（参考）

計

２０年

数値目標

18年～22年

３年目

―

１年目

△ 3

△2（101.3％）

77 74 75 ―

1

16

２年目

増減

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

27 23 24

１７年

△ 3

24

△ 4 1 △3（100.0％）

―

△ 3

△ 1

― ― 　　　　（　　％） ―

115

△8（100.9％）

△3（100.0％）△ 3増減

増減

増減 ―

増減

一般行政

職員数公 営 企 業

計

等 会 計

職員数

純減数 純減率

職員数 職員数

平成17年4月1日 平成22年4月1日

数値目標
始　期 終　期

平 成 18年 4月 1日 平 成 22年 3月 31日 職員数１１６人

計画期間

76

△ 1

教　育

消　防 職員数 － ― ― ― ―

△ 7

―

△ 7

123 116 116

123 116 △ 7 △ 5.69

0

5

10

15

20

25

30

35

構成比

５年前の構成
比

%
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２．職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数である。

(3)特記事項

空欄としている事項については後日掲載予定

(4)ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

(5)給与改定の状況

①月例給

　　　　　　　

②特別給

　　　　　　　

平成
１８
年度

平成
１８
年度

平成
１８
年度

月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

4.45 4.45 0.00 4.45

月 月 月

4.45 4.45

381,230 381,212 (0.00%)

月 月

割合　　　　　　A支給月数　　　B A-B

0.00

円 円 ％

給　与　改　定　率

％

区　　分

人事委員会の勧告

勧　告民間給与 公務員給与 較差

A

円

（改定月数） 支　給　月　数

勧　告公務員の 較差

％

0.00

（参考）

国　の　改　定　率

0.00

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

区　　分

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給 国　の　年　間

平成１７年度の人件費率

％

11.8

職員数

　　　　　Ａ

B A-B （改定率）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（１７年度末）

実 質 収 支 （参考）

区　　分

12.0

千円 千円 千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

一人当たり

％

261,466 660,899

給与費 B/A

5,502,90715,928

人　平成
１８
年度

人 千円

96

（参考）平成１７年度平均

千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

6,828

千円 　　　　　千円 千円 千円

6,884446,54730,999 183,351 660,897

(H14)
96.0

(H14)
96.9

(H14)
93.7

(H19)
95.1

(H19)
94.6

(H19)
93.9

90

95

100

105

中城村 類似団体平均 全国市平均
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(6)職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１９年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成１９年年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

（2) 職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　※表の区分に該当職員がいない場合には、前後の経験年数の数値を使用。

２　表の区分の前後の経験年数該当職員がいない場合は空欄。

(7)一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在）

１　係長、主査、技査又は所長及び教頭の職務

２　主任保育士、主任栄養士、主任保健師又は主任教諭の職務

１　困難な業務を所掌する係長、主査、技査又は所長及び教頭の職務

２　困難な業務を行う主任保育士、主任栄養士、主任保健師又は主任教諭の職務

383,541

320,514

　　　　　　　　人

3

14.5

4.3

26 37.7

10

　　　　　　　　％

8.7

　　　　　　　　人

26.1

　　　　　　　　％

－

－ － －

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成16～18年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

構成比

138,400

170,200

経験年数１５年

　　　　　　　　％

47.3

48.8

15

5,193 287,094

310,912

135,600

※287,000

中城村

うち学校給食員

民　　　間

Ａ／Ｂ

41.5

― ― ―

―

― ― ―

― ―

― ― ―

1.60

―

―

―

調理士 256,800

―

372,6004

4

49.0

49.0 372,600

沖縄県

高　校　卒

一般行政職 大　学　卒

（国ベース）
職員数平均年齢

0

類似団体

国

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額
平均給料月額

対応する民間
の類似職種

平均年齢

参考

（Ｂ）

平均給与月額

公　務　員

区　　分

399,866

285,599

類似団体

中城村

沖縄県

355,000

区　　分

国

170,200

138,400

一般行政職

－

399,866

平 均 年 齢 平均給料月額

43.4

国 40.7

46.5

325,724

332,319 387,240

平均給与月額

377,076

沖縄県

中　学　卒

中城村区　　　　　分

138,400

135,600 135,600

－

170,200

－

区　　分 標準的な職務内容

－

高　校　卒

経験年数２０年

※309,800 ※338,100

区　　　　分

大　学　卒

高　校　卒

技能労務職

職員数

技能労務職

６　　級

５　　級

２　　級

３　　級

１　　級

経験年数１０年

6

　　　　　　　　人

　主事、技師、保育士、栄養士、保健師又は教諭の職務

　高度の知識、経験を必要とする業務を行う主事、技師、保育士、栄養士、保健師又
は教諭の職務

※277,700 －

－

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

8.7

　　　　　　　　％

18

　　　　　　　　人

6

　　　　　　　　人

　課長補佐、室長補佐又は副主幹の職務

高　校　卒

中　学　卒

４　　級

　課長、室長、事務局長又は主幹の職務
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（注）１　中城村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成19年1月1日に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　　　　　

(8)職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　役職給により５～１０％の加算

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.6 0.75

　・役職加算 5～20％　・管理職加算 10～25％

―

3.00 1.454.45

－ －

中　　　　　城　　　　　村 沖　　　　　縄　　　　　県

１人当たり平均支給額（１８年度）

国

１人当たり平均支給額（１８年度）

1,753

１級
4.3%

１級
0.0%

１級
0.0%

２級
8.7%

２級
4.3%

２級
3.6%

３級
37.7%

３級
11.6% ３級

9.6%

４級
8.7%

４級
24.6%

４級
19.3%

５級
26.1%

５級
10.1%

５級
13.3%

６級
14.5%

６級
8.7%

６級
18.1%

７級
26.1%

７級
19.3%

８級
14.5%

８級
16.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１９年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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（2) 退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置　（2%～20%） その他の加算措置　定年前早期退職特例措置　（2%～20%）

（退職時特別昇給　定年　なし　勧奨　なし　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

なし

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

 (4) 特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

保健師 平成１９年度廃止

出納員として任命される職員 出納業務 平成１９年度廃止

国民年金業務 平成１９年度廃止

保育士手当 保育業務に従事する職員 保育業務 平成１９年度廃止

国民年金現金取扱手当

59.280

感染症患者若しくは感染症の
疑いのある患者の救護等の業
務

日額　1,800円

行路死亡人を埋葬する業務 １人につき　1,800円

30.550 30.55023.500 23.500

国中　　　　　城　　　　　村

平成１９年度廃止

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

学校給食調理場主任手当

非常災害時（暴風雨波浪警報発令中を含
む。）において勤務を命ぜられた職員

巡回・災害処理等の業務 １時間につき　1,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

国民年金専従職員

47.500

33.500

平成１９年度廃止

0

0.0

0

日額　1,000円

税務等業務 平成１９年度廃止

支給率

国の制度（支給率）

47.500

59.280

59.280

41.340

手当の名称

共同調理場運営主任

税務手当 税務等の業務に従事する職員

行路死亡人取扱手当 行路死亡人を埋葬した職員

感染症予防手当
感染症患者若しくは感染症の疑いのある
患者の救護又は予防に従事した職員

出納員手当

非常災害時手当

支給職員１人当たり平均支給年額（○年度決算）

支給実績（○年度決算）

国の制度（支給率）

41.340

59.280

支給実績（平成１８年度決算）

学校給食調理運営業務

野犬掃討手当

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

４種類

支給対象地域

主な支給対象職員

支給率

支給対象職員数

－

野犬の掃討に従事する職員

アンプ取扱手当 －

野犬掃討業務

保健師手当

59.280

33.500

59.280

支給対象地域

27,420
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成１９年４月１日現在）

円

円

円

円

円

※扶養手当その他平成１９年４月１日改正5,000円→6,000円

(9)特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）
円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

５００／１００ 退職時

３００／１００ 退職時

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況

6,472千円

１週間の勤務時間
勤務時間の割振り

始業 終業 休憩時間 休息時間 週休日

287,400

13,318千円

加算措置　有

3.3

1,362

3,720

3.45

給 料 月 額 等

11,583

（○年度決算）

3,172

国の制度と

副 議 長

議 員

収 入 役

議 長

539,400

廃止

議 長

665,900

退
職
手
当

備　　　　考

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

収 入 役

副 市 町 村 長

収 入 役

給

料

午後零時から
午後１時まで

期
末
手
当

市 区 町 村 長

支給実績

平成１９年度
廃止

日曜日及び土
曜日

区 分

報

酬

　　（平成１８年度支給割合）

加算措置　有

副 市 町 村 長

４０時間
午前８時
３０分

午後５時
３０分

174,000370,000副 議 長

　　（平成１８年度支給割合）市 区 町 村 長

議 員

244,600

226,000

420,000 218,000

（参考）類似団体における最高／最低額
532,000860,000

715,000 476,000

350,000 156,000

1㎞以上から
支給
10㎞以上同額

241,306

176,200

41,337

管理職手当

宿日直手当

同

異

（○年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

国の制度

との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 56

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

同
配偶者13,000円　子供等6,000
円　その他6,000円等

借家　月額12,000円以上支
払っている職員　27,000円
（支払限度額）　　所有
2,500円（最高5年）

住居手当

交通機関利用者　実費
（55,000円支払限度額）
車等通勤者　1㎞以上1,600円
～10㎞以上6,200円

４，２００円／回

通勤手当

基本給の1.5%

5,997

64

内容及び支給単価 異なる内容

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ）

手　当　名

5,068支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

千円扶養手当

504

千円

千円

4,200

104,733

千円

千円
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(2)年次休暇の状況

（平成１８年１月１日～１２月３１日）

備考　１　村長部局に在籍している職員で、中途の採用、退職、育児休業、分限休職、派遣職員は除く。

　　　２　「総付与日数」は、１月１日現在において全期間在職した職員に付与された日数（前年度からの繰越分を含む）の合計である。

　　　３　「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計である。

　　　４　１年について２０日の年次休暇が付与される（その年に使用しなかった日数は翌年度に繰り越すことができる。）

４．職員の分限処分及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況

（平成１８年度） （単位：件）

備考　１　職員のうち、地方公務員法及び中城村職員の分限に関する条例に基づき分限処分された者の状況であり、

　　　　当該年度において同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。

　　　２　２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。

　　　３　休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。

（２）懲戒処分の状況

（平成１８年度）

備考　１　職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が

　　　　複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、その数を重複して計上している。

　　　２　２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。

５．職員の服務の状況

(1)営利企業等の従事許可の状況

（平成１８年度）

備考　地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。

６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1)研修の状況

（平成１８年度）

税務研修 地方税概要と市町村税(2)諸税(1)地方交付税制度
(2)市町村民税(2)固定資産税制度(3)滞納整理事務
(3)

税務事務担当職員（税
務初任者）

2人

監督者第2部研修  ＩＴ時代の地域振興と政策形成(3) メンタルヘル
ス(3)ＪＳＴ事例研究（3）公務員倫理Ⅱ(3)

係長級昇任後５年以上
の職員

2人

監督者第1部研修 第一線のリーダーの役割(2)マネージメントの基本
(4)リーダーシップの発揮(3)ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの活用(2)
リーダーとしての自立(1)

ＪＳＴ（人事院監督者
研修）基本コース未受
講の係長級職員

2人

一般職員第１部研修 地方自治法演習(3)地方公務員法演習(3)行政法入
門(4)行政課題と問題解決(6.5)情報公開制度と個
人情報保護制度(2)交流レク(1)

採用後3年以上10年未満
の職員

2人

研修の名称 研修内容 対象者 修了者数

区分 申請件数 許可件数

合　　　　　計

0

0 00 0 0

0 0 0 0

0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 第29条第1項第2号 0 0 0 0 0

0 0 0 0

減給 停職 免職 合計

0

合　　計 0 0 0 0

中城村職員の分限に関する条例第5条により失職しなかった者

0 0

地方公務員法第28条第4項により失職した者 0

中城村職員の分限に関する条例第2条による場合 第27条第2項

0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合 第28条第1項第4号 0 0 0

第28条第1項第3号 0 0

0 0 0 0

免職 休職 合計

0勤務成績が良くない場合 第28条第1項第1号 0 0

1,300日 80人 16日

処　分　事　由 地方公務員法 降任

3,050日

心身の故障の場合
第28条第1項第2号
　　　第2項第1号

処分事由 地方公務員法 戒告

法令に違反した場合 第29条第1項第1号

総使用日数 職員数 一人当たり平均使用日数総付与日数

職に必要な適格性を欠く場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 第29条第1項第3号

営利企業等の従事許可申請 3件 3件

0 0刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号
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備考　括弧書きについては、項目ごとの研修時間数を表す。

(2)勤務成績の評定の状況

人事考課等の勤務成績の評定は特に行っていません。

７．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)福利厚生制度の状況

（平成１８年度）

職員の保健に関すること 定期健康診断　　受診率　73/108=67.6%

共済組合

互助会 入学祝金、結婚祝金、出産祝金、傷病見舞金など

(2)公務災害補償の状況

ア 公務災害

（平成１８年度）

イ　通勤災害

0 0 0

通勤災害該当 通勤災害非該当

0 0

年度末未処理件数

0 0

0 0 0

前年度末現在
未処理件数

受理件数
認定件数

取り下げ件数

0 0

受理件数
認定件数

取り下げ件数

　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に定められています。本村の共済制度
を運用し、実施する主体は沖縄県市町村職員共済組合です。
　共済組合では、組合員である職員とその家族の病気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職・障害・
死亡に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進事業などの「福祉事業」の大きく分けて3つの事業を行っていま
す。
　その他に上記の事業を補完するため、（社）沖縄県市町村職員互助会（掛金、職員負担給料額の1，000分の10、村負担給料額の1，000分の5
（平成１８年度公費負担額2,590千円））に加入しています。また職員による相互扶助及び親睦、福祉の増進を図るため任意の互助組織として
中城村職員互助会（掛金、職員負担）によるを組織し、職員の冠婚葬祭に際しての給付事業などを実施しています。

区分 内容

短期給付＝病気やけがの治療、出産、死亡、休業時の給付
長期給付＝老後の経済生活を支援するための給付
福祉事業＝保健、宿泊、貯金、貸付などの各事業

年度末未処理件数

公務上 公務外

前年度末現在
未処理件数

政策形成上級研修
政策形成概論、自治の考え方・ｱｳﾄｶﾑ志向とは、情
報公開制度の考え方、評価と計画・演習・中間報
告、最終報告・特別講演会

中部広域市町村職員 2人

ゆがふう塾 首長、地域ﾘｰﾀﾞｰ講話（２）地方自治論（４）産
業・経済論（４）地域開発論（４）歴史・文化論
（４）社会福祉論（２）問題解決学（２）実践
「地域おこし・ゆがふう議会(2.5)民間塾、研究会
等との交流会(適時)

中部広域市町村職員 1人

パソコン研修 パワーポイントの主な機能と活用方法・プレゼン
テーション・オートシェイブの作成

受講を希望する職員 1人
パワーポイント

パソコン研修 アクセスの主な機能と活用方法・新しいデータ
ベース、テーブルの作成・フォーム、レポートの
作成・クエリの作成

受講を希望する職員 3人
アクセス

パソコン研修 エクセルの起動方法・文字、データの入力方法・
表作成、編集・関数、グラフ作成・データベース
機能

受講を希望する職員 3人
エクセル入門編

パソコン研修 文書体裁の整理・タブ設定・行間設定・差込印
刷・オブジェクトの編集（オートシェイプ）機能

受講を希望する職員 5人
ワード応用編

パソコン研修 パソコンの基礎知識及び基本操作文書処理、印刷
処理

受講を希望する職員 5人
ワード入門編

接遇・コミュニ 人の行動心理を理解する・声で伝える（電話対応
の基本）・安心感のある対応・文字による接遇・
仕事の進め方・積極的な聞き方

受講を希望する職員 3人
ケーション研修

民法講座Ⅰ 民法総則・物権・債権総論・契約・不法行為・親
族・相続

受講を希望する職員 1人

給与実務研修 給与のしくみ・体系(6)演習(3)給与実務の当面課
題(2)

給与実務の担当職員 1人

法制執務研修 法制執務について・法のしくみ・条例・規則総論
(3)法令用字及び法令用語・条例・規則の立案方式
(7)演習(3)

受講を希望する職員 1人
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８　公営企業職員の状況

(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は、平成１９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

空欄としている事項については後日掲載予定

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成１８年度支給割合） （平成１８年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

0 0

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　定年前早期退職特例措置　（2%～20%） その他の加算措置　定年前早期退職特例措置　（2%～20%）

（退職時特別昇給　定年　なし　勧奨　なし　） ） （退職時特別昇給　定年　なし　勧奨　なし　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

59.280

－ －

　　　　千円

4.45

平　均　年　齢

中　　　　　城　　　　　村

11,066

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

47.500

541,800

平均月収額

１７年度の総費用に占

める職員給与費比率

中　城　村（一般行政職・団体平均等）

１人当たり平均支給額（１８年度）

4.45

－

33.500 41.340

－

23.500 30.55023.500 30.550

Ｂ　Ａ  

平成
１８
年度

平成
１９
年度

560,483

中 城 村 46.02

　　　　　　区　　分

46.11団 体 平 均

区　　分 総費用 純損益又は実

361,100

358,600

基本給

　質収支

1,769

中　　　　　城　　　　　村

１人当たり平均支給額（１８年度）

1,753

職員給与費比率

365,100

59.280 59.28059.280

事 業 者

千円　

中　城　村（一般行政職・団体平均等）

27,420-

59.280

33.500

47.500

41.340

59.280

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

（参考）平成１７年度平均

　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 一人当たり

％

10.5 6.3

千円　

38,386

％

千円 千円

職員数

　　計　　Ｂ

人 千円 千円

6 24,937 2,558 10,800 38,295 6,383 6,103

千円 　　　　　千円
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ウ　地域手当

なし

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                                                                                           

エ　特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

注）平成１７・１８年度支給停止、平成１９年度改正。

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（○年４月１日現在）  

円

円

円

円

※扶養手当その他平成１９年４月１日改正5,000円→6,000円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

１．職員の任免及び職員数に関する状況報告書の（３）職員数の状況を参照

現金取扱い及び滞納処理業務 平成１９年度廃止

5,000

一般行政職の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

支給実績（平成１８年度決算）

３種類

16.7職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１８年度）

手当の種類（手当数）

60

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（○年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（○年度決算）

左記職員に対する支給単価

維持管理手当
水道施設の維持管理に従事する職員（た
だし、水道技術管理者手当の支給を受け
る職員を除く）

水道施設の維持管理業務 平成１９年度廃止

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

現金取扱及び滞納処理手当 現金取扱い及び滞納処理に従事する職員

水道技術管理者手当
水道法第19条の規定に基づく水道技術管
理者の命を受けた職員

水道技術管理業務 月額　5,000円

非常災害時手当
非常災害時（暴風雨波浪警報発令中を含
む。）において勤務を命ぜられた職員

巡回・災害処理等の業務
１時間につき　1,000円
（平成１９年度より）

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

支給実績

支 給 実 績 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 277

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ７ 年 度 決 算 ） 55

85

427

手　当　名 内容及び支給単価 （平成１８年度決算） 平均支給年額
一般行政
職制度と
の 異 同

一般行政
職制度と
の 異 同

（平成１８年度決算）

支給職員１人当たり

340,000扶養手当
配偶者13,000円　子供等6,000
円　その他6,000円等

同

同

1,360千円

336千円 168,000

通勤手当

交通機関利用者　実費
（55,000円支払限度額）
車等通勤者　1㎞以上1,600円
～10㎞以上6,200円

異
1㎞以上から
支給
10㎞以上同額

144千円 36,000

住居手当

借家　月額12,000円以上支
払っている職員　27,000円
（支払限度額）　　所有
2,500円（最高5年）

81,576管理職手当 基本給の1.5% 82千円

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）
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